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アジアにおける原子力協力の必要性と課題

NeedsandlssuesforRegionalCooperationforNuclearPowerinAsia

アジアにおける原子力発電の現状と見通し

1995年末現在，日本を含むアジアの原子力発電容量

は57GWeで世界(344GWe)の16%.これが2010年

にはアジア全体で122GWe,北米を越えて全世界の約

30%をしめるようになる，と予測されている．増設分

だけで見ると，世界の8割が東アジアに集中すること

になる．

その中でも大きな伸び（アジア増分の9割）を示す

と期待されているのが，中国，韓国，日本であり，特

に中国は現在の2.1GWeから20GWeと，約10倍の成

長を計画している．また，現在は日本だけが，濃縮・

再処理施設，ならびに高速増殖炉(FBR)を所有し，

核燃料サイクルの国産化を果たしているが，これに続

いて，中国が再処理施設とFBRの建設計画を明らか

にしており，韓国もFBRの研究開発を進めている．

このほか，インドネシア，タイ，ベトナム，といった

東南アジア諸国が原子力導入に意欲的で，具体的な計

画を進めている．北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）

も朝鮮半島エネルギー開発機構(KEDO)の枠組み

の中で導入が計画されている．

アジアにおける原子力協力を考える上での前提

（1）アジアの多様性と地政学的特徴

まず，アジアといっても，その地理的な広さ（南ア

ジア，中東までを含める場合もある)，それにともな

う文化，宗教，民族の多様性，国家体制の違いや経済

発展段階の違い，気候や風土の違いなど，地域ごとに

大きくことなる．この多様性と複雑性は，欧州共同体

や北米の地域経済圏とはまったく違ったダイナミック

スをもつ．さらに留意すべき点として，アジアの一部

においては，第2次世界大戦の後遺症と戦後の経済進

出における反日感情が依然として底辺にある事実も忘

れてはならない．原子力協力構想も，この点をまず理

解することから始める必要がある．特に原子力につい

て言えば，以下のような点が重要である．

[1］原子力発展段階が大きく異なると同時に，開発

体制も日本と異なっている

日本を始め，韓国，台湾，中国，インド，パキスタ

ンと，すでに原子力発電所を所有している国，インド

ネシア，北朝鮮，タイ，ベトナムなどこれから導入を

考えている国，マレーシア，シンガポールニュージー

ランドなど原子力導入の計画が全くない国など，各々

原子力に対し違ったニーズと認識をもっている．これ

ら異なったニーズをすべて包含する原子力協力構想の

実現はきわめて難しい．ちなみに，日本を除くアジア

各国は，国家主導の原子力開発と国営電力会社による

運営と管理のもとで，原子力発電を行っているか，ま

たは導入を計画している．ただし，電力供給体制の民

営化／規制緩和の動きがアジアでも見られ，その影響

にも十分に配慮する必要がある．

［2］核兵器（核）保有国，ならびに核保有を目指し

た（ている）国,NPT非加盟国が存在する

現在原子力発電を所有している国で，核保有国は中

国であるが，インド，パキスタンは事実上の核保有国

とみられており，台湾，韓国，北朝鮮は核保有を一度

は目指したと見られている国々である．インド，パキ

スタンは，核不拡散条約(NPT)に参加しておらず，

台湾はNPT加盟国と同様の条件で原子力活動を行っ

ているが，国際原子力機関(IAEA)のメンバーでは

ない．また，韓国と北朝鮮の間には「濃縮，再処理施

設をもたない」という政府間合意が存在しており，政

策的に核燃料サイクルの自立化を放棄した形となって

いる．こういった原子力と核兵器を取り巻く複雑な事

実も踏まえておく必要がある．

[3］歴史的，政治的対立が存在する．

日本をめぐる中国と韓国の関係．台湾一中国，北朝

鮮と韓国，ベトナムと中国，インドとパキスタンの関

係，と言うように，アジアの原子力開発国の間では，

歴史的にも政治的対立関係が強く存在する．このよう

な地政治的に微妙な関係が，アジアにおける原子力協

力に重要な影響を与える可能性がある．この点も忘れ
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るわけにはいかない．

（2）既存の枠組みとの関係と新たなニーズ：協力構

想の共通項と相違点

アジアを含め，原子力分野ではすでに国際条約，二

国間協定，民間ベースの国際協力などが数多く存在し

ている．特に，欧米原子力供給国とアジアの被供給国

間の二国間協定は，アジアにおける原子力活動の大枠

を決める重要な役割を果たしている．アジアにおける

原子力協力を考える上で，こういった既存の枠組みの

果たす役割と機能，そしてその限界を明らかにしてい

くことにより，なぜ新しい協力体制が必要なのか，そ

してそれがどのような性格をもつべきなのか，といっ

た構想の基本的概念の参考とすることができる．

すでに，いくつかの具体的分野が既存の枠組みでは

不十分であることが明らかになってきている．たとえ

ば，原子力安全協力はIAEA,WANOと言った国際

機関（注:WANOは民間国際団体),さらには電力会

社間ですでにかなりの協力が進められているが，それ

でも十分にカバーできていない分野もある．台湾と北

朝鮮の低レベル放射性廃棄物合意問題などは，その典

型といっていいかもしれない．どの国際的枠組みでも，

この問題を効果的に解決する枠組みは存在していない．

また，原子力事故時の協力体制も現在の枠組みでは明

確な協力体制が築かれていない．

一方で，ここ数年，アジアの原子力協力構想（略称：

アジアトム構想）と題して,10-15件以上もの提案が

個人レベルで行われている．これらの提案には，各々

の立場から「地域協力構想」の必要性について分析や

説明がなされている．具体的内容でまだ説明不足は残

るものの，そういった提案の趣旨や背景を分析するこ

とにより，この地域における原子力協力へのニーズの

共通項，また相違点を知ることができる．相違点を知

ることは，こういった協力構想が，必ずしも調和を生

むとは限らず，かえって対立を生むことの可能性も知

ることができるのである（表1）．

したがって，このような分野を少しずつ明らかにし

て行くことにより，地域協力構想にふさわしいテーマ

や性格が明らかにされるだろう．

（3）アジア各国間の理解度不足

原発を有する東アジア各国は地理的にも文化的にも

かなり近い．しかしながら，原子力計画，特に政策面

に対する理解度は，驚くほどにまだ不十分である．韓

国や中国の日本のプルトニウム計画に対する懸念は，

その代表的なものであるが，日本側からの両国の原子

力計画に対する理解度ももちろん高くないのである．

このような理解度の不足，対話不足が，原子力政策

表1アジア協力構想（略称：アジアトム）の比較
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ならびに核不拡散政策に重要な影響を及ぼす可能性が

高い．また，アジアトム構想そのものへの疑問も，こ

ういった理解度不足から生じている可能性が高い．し

たがって，まず理解度の不足を認識することから始め

る必要がある．

今後に向けての課題

以上3つの認識に基づき，アジアにおける地域協力

を進めて行くうえで，具体的な課題として以下の2つ

をあげる．

（1）アジアにおける各国間の信頼性醸成と対話の促

進をまずはかることを最大の目標とする．

原子力協力として，さまざまな具体的分野が上げら

れて行くことはすでに述べたが，その背景にある趣旨

として共通しているのが,各国圏空対話促進と信頼感
の醸成である．これを進めない限り；どんなによい提

案であっても素直に進められて行くことはありえない．

またたとえ，協力構想が実現しても，運営上かなりの

困難をともなうことになろう．さらに，こういった対

話の促進を通じて，協力構想に対する各国のニーズを

さらにきめ縦く理解することができる
（2）各国が必要性を強く感じている共通課題の中で，

従来の枠組みでは解決が困難な課題を具体的に抽出し

ていく．

上記（2）の分析に基づき，協力構想の中心的課題

とすべきテーマを浮き彫りにして行くことが必要であ

る．具体的に考えられるテーマとしては，今の段階で

も次の4つが上げられる．

［1］安全性：原子力事故の未然防止対策と事故対策

における協力

[2］放射性廃棄物，使用済み燃料対策における協力

[3］国民の信頼を得るための協力

(publicconfidence)

[4］核不拡散分野での協力（相互の信頼感醸成，透

明度向上など）
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